
（備考）市区町村の改革姿勢の具体の評価方法については、以下のとおり。①民間委託（学校用務員事務等の実施率が低い5項目）：4項目以上実施で2ポイント(467団体)、3項目実施で1ポイント(468団体)、②
総務関係事務(6項目)の民間委託：3項目以上実施で2ポイント(102団体)、2項目実施で1ポイント(216団体)、③複式簿記の導入：導入済みで2ポイント(272団体)、④クラウドの導入：クラウド導入済みで2ポイント
(432団体)、クラウド導入予定で1ポイント(441団体)、⑤公共施設等総合管理計画の策定：策定済みで2ポイント(64団体)、H27年度までに策定予定で1ポイント(452団体)、⑥PFI実施経験：実施経験ありで2ポイン
ト(163団体)、⑦「地方公共団体における経済・財政一体改革の現況調査」(平成27年10月,内閣府による)：公共サービスイノベーションへの取組状況について「複数分野での取組を進めている。」と回答で2ポイ
ント(57団体)、 「事業数は限られるが、取組を進めている。」と回答で1ポイント(348団体)。なお、東日本大震災により被災し、特に総務管理費の増加が著しい市町村を除いて集計 31

市区町村の歳出改革の程度と総務管理費の関係

 歳出改革に関する主な項目(民間委託の実施、複式簿記の導入、クラウドの導入、公共施設総合管理計画の策定等)への取
組度合を3段階(0～2ポイント)で評価。合計7項目、0～14ポイントで、市区町村の歳出改革の程度を数値化。

 市区町村における歳出改革の程度と総務管理費の増減との間には負の相関が見られる。
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歳出改革の程度の地域差 歳出改革の程度 × 総務管理費の増減比率 (H23～25／H19～21)
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